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税財政システムからみた少子化対策4

金澤 史男

）（横浜国立大学

＜要 約＞

少子化は、①結婚、出産、子育てに伴う機会費用と②教育費や住宅費など子育てに必要な直接的費

用が異常に高いことから生じる現象であり、ライフサイクルを通じて機会費用を削減し、かつ直接的

費用の軽減を図る政策を、税財政システムに体系的にビルトインしなければならない。その際、政策

手段としては、市場を方向付けるシステムづくりと、公的部門や保険方式を活用したシステムづくり

の双方が必要である。しかも、そうしたシステムづくりを系統的に進めるためには、機会費用の軽減

の方向を 「男女共同参画型社会」の実現という理念で、直接的な費用の軽減の方向は、子供の育つ権、

利の保障という理念で、それぞれ支えられる必要がある。これらの理念を体系化した連帯社会の税財

政システムの結果として少子化対策の効果が発揮されるのであり、その点でスウェーデン、フランス

の税財政システムが参考になる。

はじめに

少子化対策における税制、財政制度の役割に

ついて、国際比較の視点を踏まえながら検討す

ることが小論の課題である（ 。1）

、 、まず 家族政策に関わる税財政制度について

主要国の所得税の課税単位と軽減措置を中心に

その特徴と最近の動向を概観し、次に、男女共

同参画型社会に適合的な税財政システムを構想

する視点から、日本の所得税をめぐる従来の議

。 、論を検討しつつ制度改革の展望を探る 最後に

参考とすべき事例としてスウェーデンとフラン

スの税財政システムの特徴に簡単に触れておき

たい。

その際、少子化対策は、男女共同参画型社会

を構築する政策の一環として取り組まれねばな

らず、また、何らかの形で子育てを社会化して

いくような連帯社会を支えるシステムとして構

想されるべきであり、その効果は、これらの努

力の結果として生じるとの立場から議論が進め

られる。本稿では、個々の政策の定量的な効果

を問題とするのではなく、少子化対策という視

点で社会システムのあり方を見直した場合に、

どのような改革の方向が重要であるかを定性的

に導き出すことを課題とする。

. 少子化対策の必要性と政策の有効性1

周知の通り、少子化対策を積極的に推進すべ

きか否かについては、依然議論がある。この点

で参考になるのは、 年 月に人口問題審1997 10

「 」議会が発表した 少子化に関する基本的考え方

である。そこでは、少子化の要因に関し 「家、

庭や企業活動における固定的な男女の役割分業

の下で、経済成長と発展を強く志向し、その恩

恵を享受してきた我が国社会全体の状況が深く

関連しており、また、個人が子どもを生み育て

ることを負担と考え、更には未来の社会に対す

る様々な不安を感じていることを反映してい

る」と指摘している。現代日本社会における負

の側面が、その要因の根底に横たわっていると

の認識であり、基本的に受け容れることができ

る。

他方 『厚生白書』平成 年版も指摘するよ、 10
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うに、理想子ども数と予定子ども数（ないし実

際の子ども数）を比べると後者が前者を下回る

という有意の差が認められる。理想と国民が考

える子ども数を持てない、あるいは持たない理

由は様々であろうが、その重要な要因として上

記の負の側面が存在しているとすれば、そうし

た社会問題を解決していくことに積極的な意義

を見出すことが可能であろう。

では、現代社会の負の側面とは何か。この点

で踏まえるべきなのは、少子化対策の効果に関

する阿藤誠氏の国際比較研究（ ）である。そ2

こでは、主要国の政策対応とその効果が検討さ

れ、①児童手当の水準と出生率との相関関係は

弱く、逆に公的保育サービスの供給量と出生率

との相関関係は強いこと、したがって、②税制

や児童手当などの育児の直接的費用を軽減する

よりも出産・育児による機会費用を低下させる

方が出生率向上に効果があると言えそうだと指

摘する。

さらに阿藤論文は、先進諸国の出生率を高位

（ 、 、グループか 北欧諸国 アングロサクソン諸国

フランス 、低位グループ（ドイツとその周辺）

諸国、南欧諸国、日本）とに分け、前者は、①

女性の労働力率が高く、②男性の家事・育児へ

の参加率が高く、③同棲、婚外子率が高く、④

女性の避妊法の普及率が高いとし、これらの指

標は「性別役割分業型社会」から「男女共同参

画型社会」への転換（ジェンダー革命）に、あ

。 、る程度成功したことを示すものとする その際

北欧諸国は、国家による家族政策の強化を通じ

て実現してきたタイプであり、アングロサクソ

ン諸国特にアメリカの場合は、市場やインフォ

ーマル・セクターを通じて実現してきたタイプ

とされる。したがって 「金銭的な子育て支援、

策は出生率に対してせいぜい一時的な効果しか

持たないのであって、日本社会にあってもジェ

ンダー革命に成功して初めて、出生率を人口置

換水準まで引き上げる可能性が生じると結論づ

けている。

出生率の動向、それに関わる政策、制度の系

統的な国際比較研究の成果（ ）に裏付けられ3

た主要国の類型化と日本の政策のあり方に関す

る鋭い問題提起であり、当該問題に関する研究

の到達点をなしていると考えられる。少子化対

策としての税財政システムは、男女共同参画型

社会の一環として構想されねばならないとする

本稿の立論も、阿藤氏を中心とする一連の研究

成果に依拠するものである。

しかしながら、税財政システムに即して議論

をさらに深めていく上で、留意すべき点もある

ように思われる。第 は、アングロサクソン諸1

国の評価に関わる。市場やインフォーマル・セ

クターが「仕事と子育ての両立ニーズ」に適応

しているといっても、予定調和的にそうなって

いるのではなく、子育て労働に関する様々なイ

ンセンティブ制度や 、ボランティア、メセNPO

ナなどの活動を支援する政策によって支えられ

ている点を見逃してはならない。また、システ

ム全体を見渡すならば、たとえば転職市場の発

達にしても、個人の熟練を社会的に評価し、企

業サイドへの一方的な従属を抑止するライセン

ス制度が有効に機能することが条件となる。ま

た、男女差別を企業社会のなかで制度的に許さ

equalない、イコール・オポテュニティ（

）の原則をどこまで徹底させうるかopportunity

も、企業活動をどこまでコントロールできるか

という政策の課題と言える。

要するに、市場メカニズムは、多様な制度と

絡み合っており、その埋め込まれた制度に

規定されて様々な方向に作用する。市場志向を

強めれば、自動的に男女共同参画型社会への転

換が促されるというものでは決してない。たと

え、北欧諸国に比して相対的に、より市場に依

拠するシステムを選択したとしても、市場を枠

づけ、方向づける制度・ルールを意識的に体系

化しなければ、市場を男女共同参画型社会に適

合的なものに作り変えることはできないのであ

る。

第 は、上記の点とも関わって、児童手当や2

税制に代表される「金銭的子育て支援策」が少

子化対策の効果をもたらす政策として意味のな

いものと受け取られかねない点も再考の余地が

ある。これまでの多くのアンケート調査では、

理想の子供を持てない理由として教育費や住宅
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費の高さが挙げられている。日本の場合、この

両者は異常と言ってよい高水準であり、特に低

所得層への影響は軽視できないと考えられる。

したがって、子育て支援策としては、ライフ

サイクルを通じて機会費用の削減を図る政策

と、直接的費用の軽減を図る政策とを、車の両

輪のように整備していかねばならない。公的部

門と民間部門が交錯する混合経済においては、

、 、 、税制の基本的仕組み 租税特別措置 所得保障

現物給付さらには公的保険・年金制度などが、

体系的システムとなって初めて十全に機能し始

めると見るべきであろう。以上を踏まえて本論

に入る。

. 主要国における所得税の課税単位2

所得税の課税単位は、表のように主要国で多

様な形態がとられている。この点については、

すでに詳細な検討がされている（ ）ので、こ4

こでは制度の要点を確認するに留める。

まず、スウェーデン以下多くの国が個人単位

である。アメリカ、ドイツは夫婦世帯で合算分

割課税されるが、その際 分 乗方式がとられ2 2

る。フランスは 分 乗方式が採用されていN N

る。イギリスは長らく合算非分割課税であった

が、 年から妻の勤労所得について個人課税1972

の選択が可能となり、 年から個人課税単位1990

制度に移行した。

諸国の総体的な動向を見ると、 年OECD 1970

代にはデンマーク、スウェーデン、オランダ、

オーストリア、イタリア、フィンランドなどが

個人課税方式に移行し、最近ではこれにイギリ

スが加わったことになる。世帯合算方式から個

人課税方式へ移行する傾向が読み取れる。その

具体的な理由は、国ごとに異なるが、たとえば

イギリスの場合は、政府の機会均等委員会が改

革の有力な提唱者であり、また「個人所得税の

改革」というグリーンペーパー（ 年）も、1986

夫婦は課税上完全に平等でなければならないと

いう立場から個人単位課税への移行を提言して

いる。なお、イギリスの場合、資産所得も非合

算である点は徹底している。しかし、他面、夫

への特別の控除が廃止され、夫婦それぞれに基

礎控除を認めることとしたが、改正による夫婦

世帯の控除額の減少を防ぐため、改正前後の差

額に相当する婚姻控除が創設されるという妥協

的措置がとられている点には注意が必要である

（ 。5）

日本では、あとでふれるように、戦後改革期

に戸主中心の体系を民主化する一環として個人

単位への移行が図られたのは、周知のことであ

ろう。こうした経緯を見ると、家計支持者たる

男性を中心とした家族単位方式から個々の構成

員を尊重する個人単位方式への移行が進んでい

るように思える。それは、女性の社会的進出、

高学歴化などを背景として、男女平等を税制の

上でも実現しようとする抗しがたい流れが底流

にあると言えよう。

分 乗方式は、アメリカの場合、夫婦の財2 2

産の取扱が州間で区々であったために生じた所

2得税の税率適用方法の不統一を、負担の軽い

分 乗方式に統一したという 年代におけ2 1930

る歴史的経緯の産物である。その後、高額所得

者を優遇しすぎる、夫婦世帯を優遇しすぎると

いう批判に応えて、夫婦合算申告者、夫婦個別

申告者、独身者、独身世帯主の 種の異なる税4

率表を適用することとし、負担のバランスを取

ろうとした結果、採用された制度である。その

際、夫婦を合算して 分 乗方式をとるか、個2 2

別に申告するかは選択制となっている。

少子化対策を強く意識した制度となっている

のはフランスである（ 。すなわち、家族を課6）

税単位とし、夫婦及び子どもの数に応じて除数

を定め、不均等分割（ 分 乗）を行う。除数N N

は基本的に大人 人を とし、子供は 子まで1 1 2

1 0 5 3 1 1について 人 . を加算し、 子以降は 人

を加算する。片親の場合は 人 . とカウント1 1 5

される。累進税率の下では除数が大きくなれば

なるほど税額は節約できる。その節約できる税

額には上限が定められているが、①子供を除数

に加えていること、② 子以上の除数が大きく3

設定されていること、③片親の除数が大きく設

定されていることなどから見て、制度自体に出

生率の上昇促進機能がビルトインされているこ
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とは疑いない。

①基礎控除 ②婚姻への軽減 ③子供扶養への軽減 ④片親への軽減 備　　　考

カナダ 税額控除 税額控除 税額控除 税額控除

個 イギリス 所得控除 所得控除 手当が基本 所得控除 1989年まで合算課税

人 オランダ 所得控除 所得控除 手当が基本 所得控除 1972年まで合算課税

単 イタリア 税額控除 税額控除 税額控除 税額控除 1975年まで合算課税

位 スウェーデン ゼロ税率 税額控除 手当が基本 税額控除 その後、①所得控除に変更、②廃止

課 デンマーク 税額控除 税額控除 手当のみ 1969年まで合算課税

税 オーストラリア ゼロ税率 税額控除 手当が基本 税額控除

国 日本 所得控除 所得控除 所得控除 所得控除

世

帯 アメリカ 所得控除 複数税率表 所得控除 複数税率表

単 ２分２乗課税

位 所得控除

課 フランス ゼロ税率 N分N乗課税 N分N乗課税 ④は、N分N乗課税

税 　（除数を1.5とカウント）

国 ドイツ ゼロ税率 ２分２乗課税 所得控除 所得控除 ③児童手当との併用

出所：備考以外は、片山信子「所得税制と世帯形態」（国会図書館『調査と情報』第151号、1991年3月）。

表 　 主 要 国 の 課 税 単 位 と 税 負 担 軽 減 措 置

. 主要国における所得控除、税額控除などの3

負担軽減制度

家族に関わる所得税の軽減措置がどうなって

いるか探るために、所得控除、税額控除などの

負担軽減制度を一覧すると表のようになる。こ

こでまず注目されるのは、以下の点である。す

1 Nなわち第 は 子供扶養への軽減措置では ①、 、

分 乗方式と児童手当を整備するフランス、②N

児童手当を基本とするグループ（イギリス、オ

ランダ、スウェーデン、デンマーク、オースト

）、 （ 、ラリア ③税額控除によるグループ カナダ

イタリア 、④所得控除によるグループ（アメ）

リカ、ドイツおよび日本）に分類できる。した

がって、政策効果の比較検討は、児童手当か保

育サービスかではなく、まずこの 者を比較し4

なければならない。児童手当と控除の比較に当

たっては、後者がたんにそのまま採用された場

合、課税最低限以下の低所得層に軽減効果が及

ばないという点に留意すべきである。イギリス

では、そうした視点から、 年に扶養控除が1975

、 。廃止され 児童手当制度に切り替えられている

第 に、婚姻への軽減措置では、世帯単位課2

税の場合、 分 乗あるいは 分 乗で配慮さ2 2 N N

れ、個人単位課税では、所得控除あるいは税額

控除で軽減の対象となっていることである。こ

こでは、 分 乗、 分 乗方式と、個人単位2 2 N N

課税の所得控除、税額控除が代替的手段となっ

ていることに留意すべきである。

この分野で、 年代に注目すべき動きがあ1990

ったのは、アメリカとドイツである。アメリカ

では、 年に誕生したクリントン政権が中間1993

層をターゲットとした減税プログラムを提案し

ていたところ、その主要部分が 年納税者1997

負担軽減法として成立した。そこでは、①扶養

児童税額控除制度の創設（ 年子供 人当た1998 1

り年間 ドル、 年以降 ドル 、②ホー400 99 500 ）

プスカラーシップ制度の創設（高卒以降の最初

2 1の 年間の大学 大学院の授業料について学生、

1500 1000人年間 ドルまで税額控除を認める、

ドルまで ％、以降 ％ 、③生涯教育支援100 50 ）

制度の創設（大学、大学院の授業料について納
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、税者 人当たり 年まで ドルの ％1 2002 5000 20

年以降 ドルの ％の税額控除を認2003 10000 20

める）などが具体化された。また、 年度の1999

予算教書では、勤労者の養育費に係る税額控除

の拡充、事業者が提供する保育サービスに係る

税額控除の創設などが提案されている。

一方、ドイツでは、所得税について、 年1992

に連邦憲法裁判所が当時の基礎控除額（ゼロ税

率適用最高限度額）では、生活に最低限必要な

生活費の非課税が実現していないという違憲判

決を出した。これに対処すべく政府は、 年1992

に児童控除を大幅に拡充するとともに第 子へ1

の児童手当の増額、低所得のために児童控除の

恩恵を受けない家庭を対象とした児童手当加算

額の引き上げを行った。 年には児童手当額1995

がさらに引き上げられる一方、児童手当が児童

の最低限の生活水準保障に不足する場合は、児

童控除の選択適用を認めることとした。なお、

この改正で児童手当は原則として所得税の源泉

徴収額から税額控除される仕組みとなった。

. 日本の制度と改革の方向4

課税単位について、日本の場合は、 （明1887

治 ）年の所得税法以来、戸主制度と連動した20

世帯合算課税方式がとられてきた。しかし、シ

ャウプ勧告は、こうした制度が「伝統的な日本

家族制度に従うもの」とし 「同居親族の所得、

合算は、これを廃止して各納税者が独立の申告

書を提出し、他の所得と合算することなく各人

の所得額に対する税額を別々に納めさせるよう

勧告する」として個人単位課税方式が導入され

た。

1940 50 1948 1958～ 年代には 年にアメリカ、 、

年に西ドイツで 分 乗方式が採用されたた2 2

め、日本でも同制度への関心が高まり、 年1972

の税制改正の当初案に盛り込まれたほどであっ

た。しかし、既婚者優遇ではないか、中高所得

層ほど税負担軽減率が高く高額所得者優遇では

ないか、といった批判も根強く、具体化には至

っていない。

所得税の人的控除については、独身者、片稼

ぎ世帯、共働き世帯、共稼ぎ世帯など異なる形

態の世帯間における公平の問題として議論され

。 （ ）てきた 特に配偶者控除 及び配偶者特別控除

の存在が、片稼ぎ世帯（専業主婦）優遇の制度

として問題視されてきた。さらに、配偶者控除

制度は、配偶者控除の適用限度内に既婚女性の

就業を抑止するものであり、女性の能力発揮、

社会進出を阻害するとの観点からも有力な批判

の対象となってきた。

少子化対策が、男女共同参画型社会をめざす

方向でしか有効でないとすれば、この点も当然

改革されねばならない。原理的には個人単位課

税としても、まず基礎控除を拡充し、男女それ

ぞれに平等に適用する。ただし、所得に大小が

あって、どちらかに消化しきれない控除が残っ

た場合に、配偶者に移転可能という制度とすれ

ば、配偶者控除を廃止し、かつ両者の控除を活

かす制度とすることが可能である。実際、デン

マーク、オランダなどでは、かつて導入された

経緯があり、技術的にもそれほど難しい問題で

はないと思われる。

もっとも、配偶者控除の適用限度前後におけ

る可処分所得の逆転現象は、配偶者特別控除制

度の創設によって実践的には解消されている。

それでもなお、女性の就業抑制効果が問題とさ

れる傾向があるのは、すでに指摘されているよ

うに（ 、次のような制度が存在するからであ7）

る。第 に、社会保険制度において被扶養者認1

定基準を超える所得があると被用者保険の被扶

養者と認められず、独自に保険料を負担しなけ

ればならない。第 に、多くの主要企業におい2

て、配偶者控除の適用限度額を超える所得があ

ると配偶者手当の支給がうち切られるという賃

金制度が取られていることである。要するに、

税額と可処分所得の関係では、問題が解消して

、 、いても 扶養控除の対象となるか否かの基準が

年金や民間企業の賃金制度とリンクすることに

よって既婚女性の就業を抑止する効果を生じさ

せることになっているのである。

したがって、所得税の配偶者控除だけを論難

、 。していても 的外れであって問題は解決しない

むしろ、家計補充的女性労働の伸縮性を促進す
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るだけに終わる可能性も否定できないのであ

る。社会保険については、結婚期間中の年金権

を夫婦で 分する「シェアリング」方式が有力2

な代替案となろう（ 。また、片稼ぎ世帯をモ8）

デルとして企業への帰属意識を培養してきた日

本企業の賃金体系を問題としなければならない

し、さらに主要国の中で際立つ男性賃金に対す

る女性賃金の低さ、昇進・待遇面での差別など

イコール・オポテュニティに反する構造を改め

ていくことが必要である。

次に、留意すべきなのは、婚姻への軽減措置

の意味である。元来、どの国でも、婚姻への軽

減措置に配慮してきた背景には、家族の子育て

機能に着目し、それを社会的に評価してきた事

情がある。ところが、社会の成熟とともに、離

婚や婚外子が激増し、子育てを担う家族像が著

しく多様化している。主要国では、この現実を

直視し、いかなる形態であれ、子育てに携わっ

ている世帯を支援する税制を整備する方向に進

んでいる。フランスの 分 乗方式もそうしN N

た意味を持つし、扶養控除を基本的に児童手当

に切り替えたイギリスでも、未婚者、配偶者を

失った者、同棲者が子供を持っている場合は、

婚姻控除と同水準まで扶養控除を認めるとされ

ている。アメリカにも未婚で子供を養育する低

額所得者のための税額控除制度がある。少子化

対策を念頭に置いた税制を構想する場合に、そ

うした対応に踏み切るかどうかが、有効性の点

で一つの分かれ目となるように思われる。

さらに、注目すべきなのは、育児・教育の費

用の問題に対処すべく、多くの国で税制が多角

。 、的に動員されていることである アメリカでは

政府が貧困水準を公式に計算・発表しており、

課税最低限がこれを下回らないことが近年強く

意識され、人的控除が物価にスライドする制度

が取られている。また、ドイツでは、すでに見

たように、子供の最低限度の経費が全国民に保

障されているかどうかを最高裁判所が判断し、

これに政府が迅速に対応する風土が形成されて

いる。その際、所得控除を児童手当が補完する

という形で、低所得者層への行き届いた配慮が

されている。低所得者層への児童手当の活用と

いう点では、イギリスも同様である。

他方、出産・育児に関わる機会費用を減少さ

せ、また直接的費用を削減することを目的とし

た税制も多岐にわたっている。アメリカのクリ

ントン政権による一連の教育減税や働く納税者

のために児童の世話に要する費用（女中、保育

所など）に関する税額控除などがその一例であ

る。フランスでは、政権によって軽減措置が頻

繁に改廃される傾向があるが、 年代には、1990

家庭内で家事、育児、介護等を行う者を雇用し

た場合の家庭内労働者報酬税額控除制度や扶養

児童の就学費用に係る税額控除制度が導入され

た経緯がある。

いずれにせよ、多くの主要国では、育児・教

育費用の軽減、その最低限の費用の保障が税制

を通じて政策目標となっている。そこで想起さ

れるのは、世帯間の課税に関する公平の基準と

される「オルドマン＝テンプルの 原則」であ3

。 、 、 、る いま その当否はおくにしても そこでは

世帯の形態別に「規模の経済」による消費支出

の節約分が、担税力として勘案されることにな

る。要するに 「規模の経済」を含めて、担税、

力は、生活のコストに応じて測定されるのが所

得税の特徴なのである。今、出産、子育て、子

供の教育が社会の維持、発展に不可欠であると

するならば、そのコストが担税力の測定に深く

関わってしかるべきであろう。特に日本では、

国際的に見て住宅も含めてそれらのコストが著

しく高く、実際、前出『厚生白書』で確認され

ているように、出産を控える主要な要因となっ

ている。出産、育児、教育、住宅などのライフ

サイクルを通じたナショナルミニマムがどの水

準にあるのか、改めて算定し、その水準に所得

税制がうまく対応しているのか、再吟味する必

要があろう。

. 連帯社会のシステム化5

―スウェーデンとフランスの制度―

相対的に、より市場に依拠する社会を構想し

たとしても、男女共同参画型社会の実現を促進

し、また出産・育児・教育の機会費用ないし直
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接的費用を軽減するためには、税財政制度が体

系的に対応する必要性があることを、これまで

の検討は示唆している。特に何でも市場で処理

しているかに見られるアメリカにあっても、そ

れはある種の誤解であって、実は、様々な制度

・ルールを設定して政策目標を実現しようとし

ていることを改めて確認できるのである。

一方、相対的に国家の関与の程度が高い社会

システムを実現していると思われるスウェーデ

ンとフランスの制度の特徴にふれておきたい。

スウェーデンでは、所得保障としての児童手当

制度、健康保険制度の一部をなす親保険制度、

基礎的自治体（コミューン）が提供する保育サ

ービスなどの社会・教育サービスの充実などが

整備され、全体として男女共同参画型社会を支

え、子育てを社会的に支援するシステムが構築

されている。所得税の課税方式や児童控除とは

、 。別のかたちで 制度整備が進んでいると言える

スウェーデンの制度が注目されるもう つの1

理由は、地方所得税の存在である。スウェーデ

ンの個人所得税の課税は、まず地方所得税から

行われる。人的所得控除と社会保険料の合計を

超えた部分から、地方所得税の基礎控除を差し

引いたものが課税標準となり、比例税率が適用

されるが、地方には税率変更の権限がある。他

、 。方 累進税率による部分が国の所得税収となる

児童手当、親保険は一種の所得保障であり、

累進税率の所得税収によってその一部が賄われ

ることによって、そこには一定の所得再分配機

能が働く。一方、子育てと仕事の両立のために

必要なサービスは、所得比例の財源によって基

礎的自治体によって現物支給される。後者は、

本来自分の労働を犠牲にして子育てを行うべき

ところを、他人の労働に置き換えるわけである

から、その時間に稼いだ賃金部分を拠出し合っ

て支え合うという意味づけが可能である。これ

は、一種のワークフェア原則の具現化と言える

のであり、また別の観点にたてば、子育てに伴

うリスクを住民間でシェアしようとする合意に

基づく制度とも言える。いずれにせよ、コミュ

ニティとして機能する地方政府の特質を最大限

発揮させている制度といえる。また、地方税率

に操作の余地があるから、現物給付の水準をど

の程度にするかを、そのコミュニティ構成員で

検討することもできる。少子化に対応する分権

型連帯社会の つの理念型をなしていると考え1

られる（ 。9）

もっとも、子育てに伴う負担をシェアし合う

という制度は、地方レベルでしかありえないと

いうわけではない。フランスでは、中央政府レ

ベルでの制度化が発達しており、あたかも一国

が一つのコミュニティのように組織されてい

Nる。まず、全国一律で適用される所得税制の

分 乗方式が注目される。ただし、すでに関説N

したように、これは扶養児童にかかわる所得控

除、所得税額控除の代替手段としての性格も強

く、その効果の定量的分析を直ちに示すことは

困難である。むしろ重要なのは、ライフサイク

ルに応じて多様な子育て費用をカバーしようと

拡充されてきた家族手当制度である。その際、

家族手当の財源が租税収入ではなく、保険制度

によって調達・運営されていることが特徴的で

ある（ 。10）

フランスの公的負担は、国民所得比で租税が

. ％であり、これに社会保険料の . ％が33 5 28 6

加わる。日本の場合、後者は . ％だからフ13 2

ランスの社会保険料の水準の高さは際立つ。こ

の負担は雇用者と折半され、被用者は所得比例

で一定割合を拠出する。この保険料を基本とし

て老齢年金、医療保険だけでなく、家族手当の

給付金を賄うのである。その場合、老齢年金に

（ ）、ついては被用者老齢保険全国金庫 CNAVTS

医療保険については被用者疾病保険全国金庫

（ 、家族手当については家族手当全CNAMTS）

国金庫（ ）が担当し、これらの資金繰りCNAF

（ ）を調整するなど社会保障機関中央機構 ACOSS

ACOSSが全体を統合する役割を果たしている。

のもとには、ユルサフ（ ）と呼ばれるURSSAF

独自の保険料徴収機関が全国的なネットワーク

を有しており、租税以上の高い徴収率を誇って

いる。中央機構および各全国金庫は、最高意志

決定機関として、当事者で構成される全国理事

会を持ち、運営方針が決定されている。これら

の組織は、政府組織から完全に独立しているわ
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けではないが、歴史的経緯もあって、相対的に

独立した機関となっている。

要するに、フランスの場合 「一般政府」に、

対して、相対的に自立性を持つ全国的な保険機

構の一つとして家族手当が運営されているので

ある。言い換えると、フランス国民は扶養家族

や家族形態がどのようになるのか、そのために

コストをどの程度負担しなければならないのか

などを一種の社会的リスクと捉え、保険方式を

基本とする相互扶助システムで対応しようとし

てきたのである。

もっとも、財源には目的税や政府の援助もあ

る。また、 年代に入って国家財政とともに1990

保険財政の危機が顕在化し、資産所得にも課税

ベースを広げた一般福祉税（ ）や社会保障CSG

負債償還税（ ）の創設を余儀なくされていRDS

る。しかし、それは、政府と相対的に独自の社

会保障システム（社会保障基金制度の相対的独

立性）を根本から変更しようとするものではな

く、むしろ財政危機に対応し、所得再分配の機

能を若干強化しつつ、現行のシステムを維持し

ようとする政策と位置づけることができる。

おわりに―政策提言の基本方向

少子化対策という視点から社会システムの改

革方向を定性的に提示するという本稿の課題に

即して小括すると以下のようになる。まず、少

2子化をもたらしている要因は、大きく分けて

つある。 つは、結婚、出産、子育てに伴って1

主として女性に発生する膨大な機会費用であ

る。 つには、教育費や住宅費をはじめとする2

子育てに必要な直接的費用の負担の重さであ

る。したがって、一方でライフサイクルを通じ

て機会費用の削減を図る政策を、他方で、直接

的費用の軽減を図る政策を、ともに整備し実行

していかねばならない。

その場合、政策手段としては、市場を方向付

けるシステムづくりと、公的部門や保険方式を

活用したシステムづくりの双方が必要である。

とすれば、それは公的部門にせよ市場原理で動

く民間部門にせよ、その中間に位置する保険組

織やインフォーマルセクターにせよ、社会のす

みずみでの組織化を進展させなければならな

い。しかし、そうした社会システムの変革を支

える理念として少子化対策という目標は、どの

。 、程度の普遍性を持つであろうか 言い換えると

長期にわたり社会の深部に関わる変革を支える

だけの瞬発力と持続力を兼ね備えたパワーは、

少子化対策というスローガンには期待できない

のではないだろうか。

それでは、どのような普遍的理念に支えられ

るべきか。まず第 に、機会費用の軽減は、こ1

れまで繰り返し述べているように 「男女共同、

参画型社会」を実現するという理念に支えられ

ることが必要であろう。男女の区別なく、その

能力を発揮できるような仕組みをどのように作

り上げるかが基本となり、そうした理念のもと

では、出産、育児をどのように社会として取り

扱っていくかを問題としていかねばならない。

第 に、直接的な費用の軽減は、その時々の政2

治的な措置としてではなく、子供の育つ権利を

基本に据えて、それを国民が等しく享受するべ

き生存権保障の重要部分と位置づける必要があ

る。

ところが、これらの点は市場指向が重視され

るなかで、無制限に「自己責任」に帰される傾

向がある。こうした傾向を放置したまま少子化

対策を個々の断片的政策として実施しても効果

、 、の持続性は期待できないであろう というのが

本稿の結論である。逆に言うと、結果として少

子化対策としての有効な効果が発揮される社会

とは、中央政府、地方政府、社会保障基金（政

府と相対的に自立した保険制度 、市場部門、）

インフォーマル・セクターなどの中間部門など

あらゆる組織・制度が、子育てや教育サービス

などの公共財（ないし価値財）を社会で連帯し

て支えていこうとするシステムをもつ社会であ

り、それが具現化し存立し続けるためには、男

女共同参画の理念と子供の生存権を保障しよう

とする理念が広く深く国民の合意となっている

ことが不可欠である。迂遠のようでも、こうし

た理念を定着させていく以外に、少子化を脱す

る道はないと考えられる。
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注

（ ）本稿は、拙稿「連帯社会の税財政システ1

ム－少子化対策の前提－ （ 季刊年金と雇」『

用』第 巻第 号、 年 月）をベー18 1 1999 5

、 。スとして 若干の修正を加えたものである

（ ）阿藤誠「人口問題と社会保障－少子化と2

16家族政策の役割－ 季刊年金と雇用 第」（『 』

巻第 号、 年 月 。3 1997 11 ）

（ ） 、 『 』3 たとえば 阿藤誠 先進諸国の人口問題

東京大学出版会、 年。1996

（ ）この問題に関する研究史、論点について4

は （財）労働問題リサーチセンター『女性、

の能力発揮促進のための税制のあり方研究

会報告書』 年を参照。執筆者は、八代1995

尚宏、辻山栄子、神野直彦、中里実、水野

忠恒、桜井良啓の各氏。なお、金子宏「所

得税における課税単位の研究 （ 田中二郎」『

先生古稀記念 公法の理論』 年）が所1976

収されている。本稿は、これらの論稿に負

うところ大である。

（ ）小石侑子「イギリスにおける夫婦への課5

税－夫婦合算課税から個人単位課税へ－」

（人見康子・木村弘之亮編『家族と税制』

弘文堂、 年）参照。1998

（ ）フランスについては、山田美枝子「家族6

の多様化とフランスの個人所得税－家族除

」（ 『 』数制度を中心として－ 前掲 家族と税制

）、 『 』所収 藤井良治 現代フランスの社会保障

東京大学出版会、 年、藤井正治・塩野1996

谷祐一『フランス 先進国の社会保障⑥』

、 。 、東京大学出版会 年などを参照 なお1999

本稿は平成 ～ 年度文部省科学研究費10 11

補助金（研究課題：財政改革と社会保障基

金）によるスウェーデン、フランスの制度

1998 11に関するレビュー目的の調査（ 年

月実施）をも参考にしている。

（ ）以下、神野直彦「年金・社会保険・賃金7

制度 （前掲『女性の能力発揮促進のための」

税制のあり方研究会報告書』所収）に基づ

く。

（ ）積極的提唱者は木村陽子氏である（ 女性8 「

と年金 『行政管理』第 号 。」 ）377

（ ）スウェーデンの地方所得税、分権化、社9

会保障システムをモデルとして比例税率の

地方所得税導入を提案しているのが、神野

直彦、金子勝の両氏である（神野直彦・金

1988子勝編 地方に税源を 東洋経済新報社『 』 、

年 。）


